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　　　　アサヒビール株式会社アサヒビール株式会社アサヒビール株式会社アサヒビール株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上場取引所（東証・大証・名証各第１部）
　コ ー ド 番 号   ２ ５ ０ ２　　　　　　　　　　 本社所在都道府県　　東京都
　問 合 せ 先　 責任者役職名　　広　報　部　長
　　  　　　　　氏　　　　名　　古 田 土  俊 男     　 　　　　　　　 ＴＥＬ ０３（５６０８）５１２６
　決算取締役会開催日　平成１３年８月  ９日　　　　　　　　　　　　　　中間配当制度の有無　　：　　有
　中間配当支払開始日　平成１３年９月１４日

　　１．平成１３年６月中間期の業績（平成１３年１月１日～平成１３年６月３０日）

　　(1)経営成績 　　　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨て)

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　％

平成１３年６月中間期 　　５１０，０１４　　6.3 　２８，２９３　　△7.7 １８，６８５ 　△18.6

平成１２年６月中間期 ４７９，８２３　　0.3 　３０，６４８　　　1.1 ２２，９５９　 　 3.7

平成１２年１２月期 １，０５４，６４９　　0.2 　７０，５２５　　　1.6 １０，０４６ 　△84.8

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

　百万円　　　％ 円 　　　　銭　

平成１３年６月中間期 ２，２７８　　△74.5 ４　　　５２　

平成１２年６月中間期 ８，９５０　　　44.7 １７　　　９７　

平成１２年１２月期 △９，６５８　      － △１９　　　３９　

　　(注)　　　　　　　　　　　　平成１３年６月中間期　　５０４，５２１，１８９株
１．期中平均株式数　　　平成１２年６月中間期　　４９７，９８９，９１４株

平成１２年 １２月 期　　４９７，９９０，８７８株
２．会計処理の方法の変更　無

３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率

　　(2)配当状況

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

円　　銭　 円　　銭　

平成１３年６月中間期 ６　００ －

平成１２年６月中間期 ６　００ －

平成１２年１２月期 － １２　００

　　(3)財政状態

総　　資　　産 株　主　資　本 株主資本比率
１ 株 当 た り
株　主　資　本

　　　　　　　百万円 　百万円 ％ 円　　銭

平成１３年６月中間期 １，１８３，７３８ ３７８，０９１ ３１．９ ７４７　３４

平成１２年６月中間期 １，１７６，４９９ ３８３，９６３ ３２．６ ７７１　０３

平成１２年１２月期 １，１３４，１２０ ３６２，３６８ ３２．０ ７２７　６６

　　(注)　期末発行済株式数　　　平成１３年６月中間期　　５０５，９１７，１４８株
　　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年６月中間期　　４９７，９９１，１０５株
　　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年１２ 月 期　　４９７，９９２，５４０株

　　２．平成１３年１２月期の業績予想（平成１３年１月１日～平成１３年１２月３１日）

１株当たり年間配当金
売　　上　　高 経　常　利　益 当 期 純 利 益

期　　末
百万円 百万円 　百万円 円　 銭  円　 銭

通  　  期 １，１６５，０００ ５６，０００ １０，０００  　　６　００  １２　００

　　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１９円　７７銭



－２－

比　較　中　間　貸　借　対　照　表
（金額単位：百万円）

平成１３年６月中間期

（平13.6.30現在）

平成１２年６月中間期

（平12.6.30現在）

増 　　減

（△印減）

平成１２年１２月期

（平12.12.31現在）
科　　　目

金額 百分比 金額 百分比 金額 金額 百分比

〔資産の部〕

流 動 資 産 ４１０，３９６

％

 34.7 ４８９，２６３

％

41.6 △　７８，８６６ ４４１，６５２

％

38.9

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

４，５２４

１５，１４７

１９７，４７５

－　

５９，６３４

１１７，１３１

１９，６０３

△　　３，１２０

７７３，３４２ 65.3

２，８６７

１７，３６１

１７０，２８７

１０７，３８９

５９，８００

１０３，１３８

２９，４６９

△　　１，０５１

６８７，２３５ 58.4

１，６５７

△　　２，２１４

２７，１８７

△１０７，３８９

△　　　　１６６

１３，９９３

△　　９，８６６

△　　２，０６９

８６，１０６

２，６６５

１７，９１６

１７５，５７４

６７，４７５

４３，３７９

１０８，７１２

２６，９１７

△　９９１

６９２，４６８ 61.1

有 形 固 定 資 産 ５７２，３６４  48.3 ５６４，８７６  48.0 ７，４８８ ５７０，７７６ 50.3

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

１５８，６１９

１７７，００８

１３６，３６１

２２，９２７

７７，４４７

７，８３９ 0.7

１５９，４８５

１８２，４３０

１３６，１０３

９，８１６

７７，０４０

８，１９６ 0.7

△　　　　８６５

△　　５，４２２

２５８

１３，１１１

４０６

△　　　　３５７

１５９，２２０

１８０，０７９

１３６，３３６

１７，５１２

７７，６２７

７，６２９ 0.7

投資その他の資産 １９３，１３８ 16.3 １１４，１６３ 9.7 ７８，９７５ １１４，０６１ 10.1

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

７５，２８０

７３，７３２

６２，４９７

△　１８，３７２

１０，３４３

６２，７４１

５０，１９７

△　　９，１１９

６４，９３６

１０，９９１

１２，３００

△　　９，２５３

９，１６６

５７，２３９

６２，００１

△　　１４，３４５

資　産　合　計 １，１８３，７３８ 100 １，１７６，４９９ 100 ７，２３９ １，１３４，１２０ 100



－３－

（金額単位：百万円）

平成１３年６月中間期

（平13.6.30現在）

平成１２年６月中間期

（平12.6.30現在）

増 　　減

（△印減）

平成１２年１２月期

（平12.12.31現在）
科　　目

金額 百分比 金額 百分比 金額 金額 百分比

〔負債の部〕

流 動 負 債 ５７９，３３６

％

49.0 ６１１，６７３

％

52.0 △　３２，３３６ ５１２，３０７

％

45.1

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内償還社 債

未 払 酒 税

預 り 金

コマーシャルペーパー

そ の 他

固 定 負 債

３４１

５１，９３５

８６，０００

５０，０９７

１５２，６２１

６７，１０３

８１，０００

９０，２３７

２２６，３１１ 19.1

１，１９８

４２，１８９

１００，２６８

４０，０００

１４９，８５８

９７，３５８

１０２，５００

７８，２９９

１８０，８６２ 15.4

△　　　　８５６

９，７４６

△　１４，２６８

１０，０９７

２，７６２

△　３０，２５５

△　２１，５００

１１，９３７

４５，４４９

１９５

４２，７６３

７６，２０９

５０，１５０

１３６，２８９

６９，９６６

５９，０００

　７７，７３２

２５９，４４４ 22.9

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

長 期 預 り 金

退 職 給 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

７０，０００

５３，８６７

４２，５００

１，８００

３２，８７８

－　

２５，２６６

６０，０００

６４，０２０

４７，５００

１，８００

－　

７，５４２

－　

１０，０００

△　１０，１５３

△　　５，０００

－　

３２，８７８

△　　７，５４２

２５，２６６

１１０，０００

５３，８６９

４４，５００

１，８００

３０，５３６

１８，７３８

－　

負　債　合　計 ８０５，６４７ 68.1 ７９２，５３５  67.4 １３，１１２ ７７１，７５１ 68.0

〔資本の部〕

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

　任 意 積 立 金

　　中間（当期）未処分利益

［うち中間（当期）純利益］

１７８，０８６

１８５，４６６

８，３８３

６，１５３

３，１３８

３，０１４

［２，２７８］

15.0

15.7

0.7

0.5

１７７，６６５

１６９，４５６

７，７８６

２９，０５５

１８，９５２

１０，１０３

［８，９５０］

15.1

14.4

0.6

2.5

４２１

１６，０１０

５９７

△　２２，９０２

△　１５，８１４

△　　７，０８８

［△６，６７１］

１７７，６６５

１６９，４５７

８，０８４

７，１６１

１８，９５２

△　　１１，７９１

［△９，６５８］

15.7

15.0

0.7

0.6

資　本　合　計 ３７８，０９１ 31.9 ３８３，９６３ 32.6 △　　５，８７２ ３６２，３６８ 32.0

負 債 資 本 合 計 １，１８３，７３８ 100 １，１７６，４９９ 100 ７，２３９ １，１３４，１２０ 100



－４－

［貸借対照表の注記］
（金額単位：百万円）

摘　　　要
平成１３年６月中間期

（平13.6.30現在）

平成１２年６月中間期

（平12.6.30現在）

増 　　減

（△印減）

平成１２年１２月期

（平12.12.31現在）

１．有形固定資産に対する

減 価 償 却 累 計 額
３０１，５７８ ２６８，４７０ ３３，１０８ ２８４，５２２

２．自己株式 株数（株） ４５７，７９４ １０４，９０６ ３５２，８８８ １０８，６３６

金 額 ５４４ １２０ ４２４ １２３

（注）上記「自己株式」には、ストックオプション制度により取得した自己株式４４３，０００株が含まれております。

３．期末日満期手形の処理
　　期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。従って中間期末日は金融機関の休業日のため、次の通り期
末日満期手形が期末残高に含まれております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

摘　　　要
平成１３年６月中間期

（平13.6.30現在）

平成１２年６月中間期

（平12.6.30現在）

増 　　減

（△印減）

平成１２年１２月期

 （平12.12.31現在）

受 取 手 形 ９９３ － ９９３ １，０３２

支 払 手 形 ３１ － ３１ １７

４．偶発債務
（１） 借入金等に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

摘　　　要
平成１３年６月中間期

（平13.6.30現在）

平成１２年６月中間期

（平12.6.30現在）

増 　　減

（△印減）

平成１２年１２月期

 （平12.12.31現在）

保 証 債 務 ８，４５５ １１，４５８ △　３，００３ ６，０２５

保 証 予 約 ４，３４４ １１，５９６ △　７，２５２ １０，０２２

経営指導念書等 ３７，５８８ ５６，９１１ △１９，３２２ ４２，８１５

（２） デリバティブ取引に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

摘　　　要
平成１３年６月中間期

（平13.6.30現在）

平成１２年６月中間期

（平12.6.30現在）

増 　　減

（△印減）

平成１２年１２月期

 （平12.12.31現在）

契約額等 － ３，７００ △　３，７００ ３，７００
保証予約

評価損益 － ４５３ △　　　４５３ ４６２

契約額等 ２３，８６７ ３３，７１７ △　９，８５０ ２８，４０１経営指導

念書等 評価損益 ３７３ ９７５ △　　　６０１ ５６８
（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のものであります。

５．平成１３年６月中間期中の発行済株式数の増加内訳

１　株　当　た　り
銘　　　柄

平成１２年６月中間期
増 加 株 式 数 転 換 価 格 資本組入額

千株 　　　　  　円　　 銭 円

第２回物上担保付転換社債 １４ ６９６　８０ ３４９

第８回無担保転換社債 ３６ １，１６５　００ ５８３

第１０回無担保転換社債 ０ １，１６５　５０ ５８３

第１１回無担保転換社債 ０ １，７６３　６０ ８８２

転 換 社 債 計 ５２ － －

子 会 社 株 式 交 換 　　＊）７，８７１ － ５０

株 式 交 換 計 ７，８７１ － －

合 計 ７，９２４ － －
　　＊）ニッカウヰスキー株式会社７，１５６千株、株式会社アサヒビールシステム７１５千株



－５－

比　較　中　間　損　益　計　算　書

（金額単位：百万円）

平成１３年６月中間期

自　平13.1. 1

至　平13.6.30

平成１２年６月中間期

自　平12.1. 1

至　平12.6.30

増 　　減

（△印減）

平成１２年１２月期

自　平 12. 1. 1

至　平 12.12.31科　　　目

金額 百分比 金額 百分比 金額 金額 百分比

売 上 高
売 上 原 価

５１０，０１４

３７６，５０５

100
73.8

４７９，８２３

３６１，０３２

100
 75.2

３０，１９０

１５，４７３

１，０５４，６４９

７９８，８８７

100
75.7

売 上 総 利 益 １３３，５０９ 26.2 １１８，７９１  24.8 １４，７１７ ２５５，７６２ 24.3

販売費及び一般管理費 １０５，２１６ 20.6 ８８，１４２  18.4 １７，０７３ １８５，２３６ 17.6

営 業 利 益 ２８，２９３ 5.6 ３０，６４８ 6.4 △　２，３５５ ７０，５２５ 6.7

営 業 外 収 益 １，８０８ 0.3 １，４６９ 0.3 ３３８ ２，５３５ 0.2
受 取 利 息 及 び 配 当 金
雑 収 入

営 業 外 費 用

１，４９７

３１１

１１，４１６ 2.2

１，１４４

３２５

９，１５８ 1.9

３５２

△　　　　１４

２，２５７

１，８７３

６６２

６３，０１４ 6.0
支 払 利 息
雑 損 失

２，８６３

８，５５２

３，９４５

５，２１３

△　１，０８１

３，３３９

６，８５８

５６，１５６

経 常 利 益 １８，６８５ 3.7 ２２，９５９ 4.8 △　４，２７４ １０，０４６ 1.0

特 別 利 益 ３８３ 0.0 １ 0.0 ３８１ １４９ 0.0
固 定 資 産 売 却 益
子 会 社 株 式 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

０

―

３８３

１４，９２７ 2.9

１

―

―

６，２５０ 1.3

△　　　　　１

―

３８３

８，６７６

１４３

６

―

２４，９９６ 2.4
固 定 資 産 売 却 除 却 損
投 資 有 価 証 券 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
ｺ ﾞ ﾙ ﾌ 会 員 権 評 価 損 等
子 会 社 整 理 損 失
子 会 社 株 式 評 価 損
退職給与引当金繰入額
退職給付会計基準変更時差異
役 員 退 職 慰 労 金

１，２６９

１５

２，０２３

―

２５

３，６２７

－

７，８６６

９９

２，６４１

―

―

２，７３５

－

－

－

－

８７３

△　１，３７１

１５

２，０２３

△　２，７３５

２５

３，６２７

－

７，８６６

７７４

４，９４８

―

１，２４２

２，８６８

４４０

３，１３０

１１，４９１

－

８７３

税引前中間（当期）純利益 ４，１４０ 0.8 １６，７１０ 3.5 △１２，５６９ △　　１４，８００ △1.4

法人税、住民税及び事業税（＊）

法 人 税 等 調 整 額

１，８６２

―

0.4 ７，７６０

―

1.6 △　５，８９８

―

７，０５０

△　　１２，１９１

0.7

△1.2

中間（当期）純利益 ２，２７８ 0.4 ８，９５０ 1.9 △　６，６７１ △　　　９，６５８ △0.9

前 期 繰 越 利 益 ７３６ １，１５２ △　　　４１６ １，１５２

中 間 配 当 額 ― ― ― ２，９８７

利 益 準 備 金 積 立 額 ― ― ― ２９８

中間（当期）未処分利益 ３，０１４ １０，１０３ △　７，０８８ △　　１１，７９１

注記（＊）中間期末においては税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので法人税等
調整額を含めた金額で一括掲記しております。



－６－

部　門　別　売　上　高
（金額単位：百万円）

区　　　　分

平成１３年６月中間期

自　平13.1. 1

至　平13.6.30

平成１２年６月中間期

自　平12.1. 1

至　平12.6.30

増 減 率

（△印減）

平成１２年１２月期

自　平 12. 1. 1

至　平 12.12.31

ビ ー ル
発 泡 酒
ｳｲｽｷｰ･ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｰ
そ の 他 の 酒 類
ワ イ ン
不 動 産

４２５，８１０

６５，８９９

７，７１３

６，０９７

３，６０８

８８５

４７３，８５１

―

―

２，１１７

２，９７０

８８３

％

△１０．１

―

―

１８８．０

２１．５

０．２

１，０４１，１２２

―

―

４，７９２

６，９４９

１，７８５

合 計 ５１０，０１４ ４７９，８２３ ６．３ １，０５４，６４９

　　　　　　　　　　　　  



－７－

［中間財務諸表作成の基本となる事項］

１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１） 子会社株式及び関連会社株式・・・・移動平均法に基づく原価法
（２）　その他有価証券・・・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）商品、製品、半製品・・・・・・・・・・総平均法に基づく原価法

（２）販売用不動産・・・・・・・・・・・・・個別法に基づく原価法

（３）原材料、貯蔵品・・・・・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却の方法（＊＊＊）

（１）有形固定資産

①生産設備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

上記のほか、東京工場の閉鎖とともに除却する生産設備については、除却時の未償却額を除却予定

日までの期間に基づいて償却しております。

②物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物＊）・・・・・定額法

③上記以外の物流設備ほか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定率法

（＊）建物附属設備は除く。

（２）無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法（＊＊）

　（＊＊）ソフトウエア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

（＊＊＊）耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

４．繰延資産の処理方法・・・・繰延資産については支出時に全額費用としております。

５．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権につきましては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（１５，７３３百万円）については当事業年度に一括償却するため、当中間会

計期間においてはその１／２を費用処理しております。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の処理

消費税等は税抜方式によっております。なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動負債｢その他｣に含め

て表示しております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。

[表示方法の変更]

特約店から預かっている契約に伴う保証金は、従来流動負債の「預り金」（前中間期末残高３０，９８４百万円）とし

て表示しておりましたが、特約取引契約内容の改定により契約期間が２年以上と明確となったため、前期末から固定負債

の「長期預り金」（当中間期末残高３２，８７８百万円）として表示しております。



－８－

[追加情報]

１．広告宣伝費の配分基準

前中間会計期間まで､上半期に発生し､その効果が下半期に及ぶ広告宣伝費については、発生時からその効果が及ぶ

期間に按分計上により流動資産「その他」として繰延べておりましたが、中間財務諸表規則の改正により、当中間会

計期間から、発生時に全額費用として処理しております。

この結果、前中間会計期間と同じ処理方法を適用した場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそ

れぞれ 11,274百万円減少しております。

２．退職給付会計
当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会　平成 10年 6月 16日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合に比べ､退職給付費用は 7,348百万円多く計上されており､経常利益は 518百万
円多く、税引前中間純利益は 7,348百万円少なく計上されております。

また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

３．金融商品会計
当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会　平成 11年 1月 22日））を適用し、有価証券の評価基準及び貸倒引当金の計上基準を変更しております。
この結果、従来の方法によった場合に比べ、経常利益及び税引前中間純利益は 273百万円それぞれ多く計上されて
います。
当中間会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについては時価評価を行っておりません。
なお、平成 12年大蔵省令第 10号附則第 3項によるその他有価証券に係る中間貸借対照表計上額等は次のとおりであ
ります。
　中間貸借対照表計上額　　66,831百万円
　時価　　　　　　　　　　68,800百万円
　評価差額金（益）相当額　 1,145百万円
　繰延税金負債相当額　　　　 823百万円
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券を投資有価証券として表示しております。

この結果、流動資産の有価証券は 67,475百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

４．外貨建取引等会計基準
当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企
業会計審議会　平成 11年 10月 22日））を適用しております。

これによる損益への影響はありません。



－９－

［リース取引関係］
  １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

（金額単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ６ 月 中 間 期 平 成 １ ２ 年 ６ 月 中 間 期 平 成 １ ２ 年 １ ２ 月 期

機械及び

装　　置

工具･器

具･備品

その他 合　計 機械及び

装　　置

工具･器

具･備品

その他 合　計 機械及び

装　　置

工具･器

具･備品

その他 合　計

取 得 価 額

相 当 額 45,914 37,901 74 83,889 45,914 35,616 74 81,605 45,914 37,004      77  82,996

減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 22,766 19,387 40 42,194 18,450 17,175 38 35,664 20,608 18,112  　　39 38,760

中 間 （ 期 末 ）

残 高 相 当 額 23,148 18,513 33 41,695 27,464 18,440 36 45,941 25,306 18,892      37  44,236

②未経過リース料中間期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年６月中間期 平成１２年６月中間期 平成１２年１２月期

１ 年 内 １０，８２５ １０，３４３ １０，７３５
１ 年 超 ３３，４９６ ３８，５０４ ３６，３１５

 合 計 ４４，３２２ ４８，８４７ ４７，０５１

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年６月中間期 平成１２年６月中間期 平成１２年１２月期

支 払 リース料 ６，６１０ ６，４１０ １２，９１６
減価償却費相当額 ５，４６６ ５，１６５ １０，４２７
支払利息相当額 １，０５４ １，２２４ ２，３７３

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・ 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。

・ 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
・未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１３年６月中間期 平成１２年６月中間期 平成１２年１２月期

１ 年 内 ７ ９ ９
１ 年 超 １２ １６ １６

 合 計 ２０ ２６ ２５



－１０－

［有価証券の時価等関係］
※当中間連結会計期間に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、
中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

有 価 証 券 の 時 価 等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１２年６月中間期
（平成 12年 6月 30日現在）

種　　類 中間貸借対照表

計　上　額 時　価 評価損益

　( 1 ) 流 動 資 産 に
　　　属 す る も の

　　　株 式

　　　債 券

　　　そ の 他

107,397

─

―

78,949

─

―

△28,447

─

―

　　 小    　計 107,397 78,949 △28,447

　( 2 ) 固 定 資 産 に
　　　属 す る も の

　　　株 式

　　　債 券

　　　そ の 他

13,810

─

─

41,772

─

─

27,961

─

─

　　 小    　計  13,810 41,772 27,961

　　 合    　計 121,207 120,721 △486

（注）

１．時価（時価相当額を含む）の算定方法
①上　場　有　価　証　券　　東京証券取引所及び大阪証券取引所等の最終価格であります。
②店頭売買有価証券　　日本証券業協会が発表する最終売買価格等であります。

２．流動資産に属する株式及び固定資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しております。
なお、評価損益は次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成12年6月中間期）  　　

　　　　　　　　　(流動資産に属するもの)　　　　　　　 　　　 0百万円   

　　　　　　　　(固定資産に属するもの)　　　　　　　 　　　12百万円

３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成12年6月中間期）   

 (固定資産に属するもの)

店頭売買株式を除く非上場株式　　　　 54,795百万円

非公募の内国債券　　　　　　  　　　　　591百万円

優先出資証券　　　　　　　　　　　　　4,000百万円



－１１－

［デリバティブ取引関係］
※当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表
における注記事項として記載しております。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
１．通貨関連

平成１２年６月中間期末

（平成１２年６月３０日現在）

契　約　額　等

区

分
種　　類

うち１年超 時　　価 評価損益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引

　買建
　ドイツマルク

　

266   ― 241 △25

266   ― 241 △25

（注）１．為替予約取引の時価は先物為替相場により算定しております。
２．外貨建金銭債権債務等に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外

貨建金銭債権債務等で、中間貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の
対象から除いております。

[重要な後発事象]
１．社債発行について
（１）平成１３年５月１６日開催の取締役会の決議に基づき、平成１３年８月８日に次の通り社債を発行いた

しました。
アサヒビール株式会社第１８回無担保社債
発行総額　　25,000,000,000 円
発行価額　　額面 100 円につき金 100 円
利率　　　　年 0.66％
償還方法　　平成１８年８月８日にその全額を償還する
資金の使途　借入金返済
担保　　　　なし
特約条項　　本社債の未償還残高が存する限り、既に発行したもしくは今後発行する他の社債のために、

担保提供を行う場合には、本社債のために当該資産の上に担保附社債信託法に基づき同
順位の物上担保権を設定する。当規定に違背したときは、当社は期限の利益を失う。

（２）平成１３年５月１６日開催の取締役会の決議に基づき、平成１３年８月８日に次の通り社債を発行いた
しました。
アサヒビール株式会社第１９回無担保社債
発行総額　　15,000,000,000 円
発行価額　　額面 100 円につき金 100 円
利率　　　　年 0.50％
償還方法　　平成１７年８月８日にその全額を償還する
資金の使途　借入金返済
担保　　　　なし
特約条項　　本社債の未償還残高が存する限り、既に発行したもしくは今後発行する他の社債のために、

担保提供を行う場合には、本社債のために当該資産の上に担保附社債信託法に基づき同順
位の物上担保権を設定する。当規定に違背したときは、当社は期限の利益を失う。


